
































































い このような問題関心に基づいて、 これまで筆者が発表した論槁は、次の通l)である。 「株式会社仙台魚市
場i没立時の一つの紛争」 （! '｣村勝稀「市と報｣、中央印刷出版部、 1999年811) 、 「市場」 （『仙台市史資料
稀6近代現代2産業経済」 IV，仙台市、 2001年9月）、 「市場（いちば)」 （｢近現代仙台の経済と市民生
涌〔平成13年度東北学院大学織済学部公開講義〕』、東北学院大学経済学部・高等教育ネットワーク仙台、
2001年12月）、 「『宮城県食品市場規則」公布ﾄﾞの仙台市の青物'lj場（｢市場史研究」第22号、市場史研究
会、2002年11月） 、 「研究ノ-+ IInfl1初期仙台市の魚市場再編題 『宮城県食品市場規則」の公布（昭
和3年）をめぐって－」 （｢東北学院大学論集経済学」第153号､東北学院大学学術振興会､2003年9月） 、
「I地方税規則」公布下の青物市場の紛争」 （『市史せんだい」V01.14、仙台市、 2004年7月） 、 「昭和初期仙
台市中央卸売市場開設計画の始勘一一資料的考察 」 （｢わが国における卸売市場の形成と展開に間す
み研究」平成14年碇～16年痩、科学研究費補助金研究・基盤研究(B)一般・研究成果報告書、研究代
炎苦・岩本由輝、 2005年3側） 、 「{| | |台市と宮城郡七北田村荒巻・北根の合併」 （｢市史せんだいjV01. 15、
仙台市､2()05年9月､｢明治20年代の仙台市における青物市場の再編一新聞記事を主な史料として 」
（I市場史研究」 26号、市場史研究会、 2006年12月）、 「研究ノート 明治20年代仙台の青物市場の再編
過稚 『'1,西家文書』による検討を中心に 」 （『東北学院大学緑済学論集』第169号、東北学院大
学学術振興会、 2009年1月）、 「資料昭和30年代の青物市場の「紛擾｣」 （『東北学院大学東北産業経済研
究所紀」第29号、東北学院大学東北躍業経済研究所、 2010年3月）、 「街料昭和3年仙台市と名取郡長
町の合併」 （『東北学院大学東北産紫経済研究所紀要」第30、東北学院大学東北産業経済研究所、 2011年3
11 ) 、 「巾.場」 （｢仙台市史通史綿8現代1」第四章第四節、仙台市、 2011年9月)。
1 卸売市場制度五十年史編さん委員会編「卸売市場制度五十年史j第三巻本編111、社団法人食品需給研究セ




























ついては(I | |台市没所・文沓綴[I) と略記し、②『昭和五－九年商工市場仙台市役所」からのものに
ついては仙台市役所・文沓綴(11) と略記する‘〕 また、 これらの文書の引用にあたっては、原文で使用さ
れている漢字を可能なかぎり常用漢字に直し、引用者の判断で句読点を入れた。なお、引用した文智はす
べて縦響きであったが、本誌の規定により横書きにしている。□は判読不可能な語句や数字であるぐ
6’ 東京市・京都｢li "大阪巾‘横浜IH，神戸市・名古屋市の6大都市の中央卸売市場区域の指定は、すでに、 「中
央f11発市場法」が成立した1923 (大正12)年の12月27日に農商務省によって行われていた （前掲「卸
売市場制度五十年史｣、 961-963ペーシ)。






















（注） 同区域は、 1931 （昭和6）年4月1日から新たな仙台市域となる．
る。そのため、 1923年に制定された中央卸売場法には、同開設隆域内において中央卸売市場と
同じような機能を有する「類似市場」の閉鎖条項が盛り込まれていた9'･
























































































12’ 「中央卸売市場開設計画ノ件｣、 1931 （昭和6）年4月11日、仙台市役所・文啓綴(11)｡















































































































l取扱品目 鮮魚、塩干魚、乾物、蔬菜、果実、烏卵、肉類｣2'' ' (以下、略）
この案は、文字通りの「計画案」にすぎないものであり、国からの職しい催促に対して、やむ
をえずに作成きれたものであった。そのため、 「計画案確定ノ場合ハ自然今胴|ノ御報告卜相異ヲ

































































































































































うものであった。実際、 ｜司組合は、 1929 （昭和4）年8月20u、 「本組合ノ販売ハ羅売ノ方法二
拠ル」 （第六条)、 「本組合ハ組合員ヨリ正当ノ事由ナクシテ販売ノ委託ヲ拒ムコトヲ得ズ」 （第九
条)、 「本組合ガ販売委託ヲ受ケタル場合二於テ組合員ヨリ収受スル手数料ハ売上金ノ百分ノ五ト
ス」 （第十条) 、 「組合員二対スル仕切金ハ、特約ナキ限り、委託物ノ販売結了ノ翌日迄二之ヲ支
払ウベシ」 （第十一条)、 「市勘二於ケル売買ハ、特約ナキ限り現金取引トス」 （十二条） といった
墜胤 「中央卸売市場第一u準備姿貝会並二講演会々識摘録」 〈｢関係蹄号九年商工第七二号昭和九年四月
十-H 中央卸売市場第一回準備委員会並二講演会関係普類一括｣>、 1934 (昭和9)年4月11日。仙台市
役所・文書綴〔Ⅱ〕・

































瓢! ↓ ｜ﾘliff33年3116日 （｢法令全普｣、明治三十三年利（．）第七号、巻と一、61～75ページ。 また、同法では、
第二条で「有限資任組合二在リテハ組合員ノ全員力出街額ヲ限庇トシテ黄妊ヲ負担シ」とも規定していた．
:"」仙台鉄道崎運輸課「東北の市場j、 1932 （昭和7）年4月発行、 107ページ。






































このように、 「有限責任名取農産物販売組合」の「協同販売所」は、 「市場」 として開設許可を
受けたことにより市場税を賦課されたけれと．も､文字通り、組合員が農産物を共同で販売する「販















































































































































































































































































































































































































































551 「復命害｣、 1931 （昭和6）年12月22日、仙台市役所・文沓綴(II)｡











































竃市史1I1 別編Ij、塩竃1I1， 1959年3月、 248/~Ni-ジ)､

















































































































































が「全'五I的な傾向」 となったことを楯摘している （中村勝「近代市場制庇成立史論｣、多賀出版、 1981年
11M， 249ページ} ｣ ここでは、 まず合併によって新たな行政腫域を決定した上で、次に中央卸売市場開
設区域を決定していこうとする方針が童視されたわけである。


























してしまう。なお、 この状態を「中止」ではなく 「中断」 としたのは、アジア・太平洋戦争終結
後の1949 （昭和24）年に「再開」 きれるからである。そして、その後1960 （昭和35）年12月、
6計これを取り上け~た1936年9月3{)Hの「河北新報」 も、早急には不要な中央卸売市場不振な先進諸都
市の実例仙台市勢振興調査会答申」という見出しで、次のように報じている。
「仙台市産業部では中央卸売市場開設につき諸調査を進めているが､市勢振興調査会第五部（産業､観光）
では先進都市の実情視察の結果、 この問題につき必要な施設ではあるが、いま早急に実現を企図する必
要なしとする意見支配的となり、その旨市長に答申する事になる模様である。勿論この答申書案は直ち
に採択ざるべき性質のものではないが、先年先進都市の市場を視察調査した委員の報告によれば、一斉
に早急なる実現を強調してをり、市理事者が如何にこれを取扱ふか注目されている．各地市場視察の結
果によれば、横浜市は設備に莫大な経費を要し資金固定、使用料をもってやうやく市債を償還、維持費
約十四万円は一般会計をもって賄っている実情、 また神戸市も同様、経営に困難を感じ、 自治体におい
て経営すべきものに非ずとする意見をすら抱蔵､京都市はやうやく収支償ふ状態にあるも、苦節十年こ、
に到達するに至ったもので、以上の実情が委員をして考慮せしめ、 “急ぐ"必要なし，，とする結論を生む・
に至ったものと観測されている。なほ同部会からは観光館建設、博覧会開設問題等についても答申され
る事になる模様である｡」
99
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ついにその開設が実現することになる“'。
髄） この間の経緯については、きしあたり、仁昌寺正一「市場｣、 「仙台市史通史繕8現代1」第四章第四節、
仙台市、 2001年9月、 200～210ページを参照きれたい。
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